
（様式１）
美里町 　復興交付金事業計画　平成29年度進捗状況（契約状況）報告 総括表

平成30年3月末時点

（千円）

執行
年度

23
24
25
26
27
28
29
30

美里町東日本大震災
復興交付金基金残高

美里町東日本大震災
復興交付金基金の利息額

美里町東日本大震災
復興交付金基金の取崩額

37,148 106 601,916

執行
年度
23
24
25
26
27
28
29
30

合　計 601,916

＜参考＞
都道県交付分

（うち、当該市町村分）

0

交付額
(国費)

0
0
0

0

638,958

0

0
0

＜参考＞

契約済額
（国費相当額）

交付額
(国費)

410,413
17,551

交付分
美里町

0

1,537
157,250

22,226
27,943

0 24,519

28,560

0
156,421

29,981

0

338,097
26,376

0
0

0 0

0

合　計

契約済額
（国費相当額）

0
0

0

0
0



　復興交付金事業計画　平成29年度進捗状況（契約状況）報告
平成30年3月末時点

（千円）

No. 事業名
地区名
施設名

交付
団体

事業
実施
主体

直接
／

間接

継続
／

完了

全体
事業費

年度
交付額
（国費）

事業間
流用額
（国費）

契約済額
（国費相当額）

執行残額
（国費相当額）

事業の進捗状況

23 1,537 0 -

24 1,537 708 -

25 372 121 -
平成25年4月～平成26年3月　被災した個人住宅の建設に伴い
1遺跡にて調査を実施。

26 0 0 -
平成26年4月～平成27年3月　被災した個人住宅の建設に伴う
調査を実施予定であったが、該当する物件がありませんでし
た。

27 0 0
平成27年4月～平成28年3月　被災した個人住宅の建設に伴う
調査を実施予定であったが、該当する物件がありませんでし
た。

28 0 0
平成28年4月～平成29年3月　被災した個人住宅の建設に伴う
調査を実施予定であったが、該当する物件がありませんでし
た。

29 0 0
平成29年4月～平成30年3月　被災した個人住宅の建設に伴う
調査を実施予定であったが、該当する物件ありませんでした。

30 0

累計 3,446 0 829 0

全体
事業
期間

15,250 24 ～

省庁名 文部科学省

事業番号

美里町

包蔵地 32

（様式２A）

1 － 1 －
埋蔵文化財発
掘調査事業

Ａ － 4 町 美里町 継続直接

平成24年4月～平成25年3月　被災した個人住宅の建設に伴い
５遺跡にて調査を実施。



　復興交付金事業計画　平成29年度進捗状況（契約状況）報告
平成30年3月末時点

（千円）

No. 事業名
地区名
施設名

交付
団体

事業
実施
主体

直接
／

間接

継続
／

完了

全体
事業費

年度
交付額
（国費）

事業間
流用額
（国費）

契約済額
（国費相当額）

執行残額
（国費相当額）

事業の進捗状況
全体
事業
期間

省庁名 文部科学省

事業番号

美里町
（様式２A）

23 0 0 0 0
24 0 0 0 0
25 0 0 0 0
26 0 0 0 0
27 0 0 0 0
28 0 0 0 0
29 0 0 0 0
30 0 0 0 0

0 0 0 0 0
23 1,537 0 0 0
24 1,537 0 708 0
25 372 0 121 0
26 0 0 0 0
27 0 0 0 0
28 0 0 0 0
29 0 0 0 0
30 0 0 0 0

15,250 3,446 0 829 0
23 1,537 0 0 0
24 1,537 0 708 0
25 372 0 121 0
26 0 0 0 0
27 0 0 0 0
28 0 0 0 0
29 0 0 0 0
30 0 0 0 0

15,250 3,446 0 829 0

都道県交付分　計

市町村
交付分

各年度
別合計

市町村交付分　計

都道県・
市町村
交付分

各年度
別合計

都道県
交付分

各年度
別合計

合計

（注）

1 「事業番号」「事業名」「地区名 施設名」「交付団体」「事業実施主体」「直接/間接」 「全体事業費」

「全体事業期間」欄には、復興交付金事業計画の記載に合わせて記入してください。

2 「継続/完了」欄には、未着手、継続、廃止、完了のいずれかを記入してください。

3 「交付額」欄には、既に交付された国費を復興交付金事業計画の年度別に記入してください。

4 「事業間流用額」欄には、事業間流用した国費を復興交付金事業計画の年度別に記入してください。

5 「契約済額」欄には、契約や交付決定、協定等により金額及び相手先が明確になっている国費相当

額を記入してください。なお、国費相当分は、事業費に国費率を乗じて算出した値で構いません。

6 「執行残額」欄には、廃止、完了になった事業の残額を記入してください。

7 「事業の進捗状況」欄は、事業の開始、完了等がわかるよう簡潔に記載してください。なお、23年度、

24年度を区別して記載する必要はありません。

8 市街地復興効果促進事業/漁業集落復興効果促進事業の場合は、「地区名 施設名」「事業実施主体」

「直接/間接」「執行残額」欄の記載は不要です。また、「執行額」欄には、使途内訳提出調書の

対象交付金額の合計額を記入してください。



　復興交付金事業計画　平成29年度進捗状況（契約状況）報告
平成30年3月末時点

（千円）

No. 事業名
地区名
施設名

交付
団体

事業
実施
主体

直接
／

間接

継続
／

完了

全体
事業費

年度
交付額
（国費）

事業間
流用額
（国費）

契約済額
（国費相当額）

執行残額
（国費相当額）

事業の進捗状況

23

24 81,579 81,579 -

25 256,192 ▲ 4,604 201,822 49,766 25年9月完成。
26
27
28 ▲ 17,574 ▲ 17,574
29 ▲ 24,202 ▲ 24,202
30

累計 337,771 ▲ 46,380 283,401 7,990

23

24 1,977 1,977 -

25 6,339 538 6,877
26 25年9月完成。
27
28
29
30

累計 8,316 538 8,854 0

23

24 30,683 30,683 -

25 40,298 3,403 43,701 25年9月完成。
26
27
28
29
30

累計 70,981 3,403 74,384 0

23

24 716 716 -

25 989 663 1,652 25年9月完成。
26
27
28
29
30

累計 1,705 663 2,368 0

全体
事業
期間

333,015 24 ～ 25

－ 1

牛飼地区災害
公営住宅駐車
場整備事業

牛飼地区 町 美里町 直接 完了 11,069 24 ～ 25

5 ◆ D － 4 － 2 － 1

中埣地区災害
公営住宅環境
整備事業

中埣地区 町 美里町 直接 完了 2,962 24 ～ 25

美里町

町 美里町 直接 完了 85,012 24 ～ 25D － 4 － 2 －
災害公営住宅
整備事業

省庁名 国土交通省

事業番号

2 D － 4 － 1 －
災害公営住宅
整備事業

牛飼地区 町 美里町 直接 完了

4

（様式２D）

中埣地区

3 ◆ D － 4 － 1

24年9月、地質調査・実施設計発注。25年2月工事発注。25年2
月設計性能評価・工事監理発注。24年11月地質調査完了。24
年12月実施設計完了。25年3月設計性能評価完了。

24年9月、地質調査・実施設計発注。25年2月工事発注。25年2
月設計性能評価・工事監理発注。24年11月地質調査完了。24
年12月実施設計完了。25年3月設計性能評価完了。

24年9月、地質調査・実施設計発注。25年2月工事発注。25年2
月設計性能評価・工事監理発注。24年11月地質調査完了。24
年12月実施設計完了。25年3月設計性能評価完了。25年9月完
成。

24年9月、地質調査・実施設計発注。25年2月工事発注。25年2
月設計性能評価・工事監理発注。24年11月地質調査完了。24
年12月実施設計完了。25年3月設計性能評価完了。



　復興交付金事業計画　平成29年度進捗状況（契約状況）報告
平成30年3月末時点

（千円）

No. 事業名
地区名
施設名

交付
団体

事業
実施
主体

直接
／

間接

継続
／

完了

全体
事業費

年度
交付額
（国費）

事業間
流用額
（国費）

契約済額
（国費相当額）

執行残額
（国費相当額）

事業の進捗状況
全体
事業
期間

美里町
省庁名 国土交通省

事業番号

（様式２D）

23

24 40,758 40,758 -

25 78,629 74,803 3,826 25年9月完成。
26
27
28
29
30

累計 119,387 0 115,561 3,826
23
24
25 25,662 8,114 - 25年10月入居開始から26年3月まで

26 13,212 23,247 - 26年４月から27年3月まで

27 19,772 24,851 27年４月から28年3月まで

28 26,069 15,954 24,572 28年４月から29年3月まで

29 0 12,282 21,644 29年４月から30年3月まで
30 0

累計 84,715 28,236 102,428 0
23
24
25 1,932 1,007 - 25年10月入居開始から26年3月まで

26 4,339 3,129 - 26年４月から27年3月まで

27 2,454 3,709 27年４月から28年3月まで

28 3,912 1,620 3,371 28年４月から29年3月まで

29 0 1,892 2,875 29年４月から30年3月まで
30 0

累計 12,637 3,512 14,091 0
23
24
25
26
27
28
29 10,028 0
30 0

累計 0 10,028 0 0

～ 25

7 D － 5 － 1 －

災害公営住宅
家賃低廉化事
業

牛飼地
区・中埣
地区・練
牛地区

町 美里町 直接 継続 166,892 25 ～ 30

8 D － 6 － 1 －

東日本大震災
特別家賃低減
事業

牛飼地
区・中埣
地区・練
牛地区

町 美里町 直接 継続 36,180 25 ～ 32

9 － 2 32

6 D － 4 － 3 －
災害公営住宅
整備事業

練牛地区 町 美里町 直接 完了 136,443 24

D － 5 48,400 30 ～－

災害公営住宅
家賃低廉化事
業[補助率変
更分]

牛飼地
区・中埣
地区・練
牛地区

町 美里町 直接 継続

24年9月、地質調査・実施設計発注。25年2月工事発注。25年2
月設計性能評価・工事監理発注。24年11月地質調査完了。24
年12月実施設計完了。25年3月設計性能評価完了。



　復興交付金事業計画　平成29年度進捗状況（契約状況）報告
平成30年3月末時点

（千円）

No. 事業名
地区名
施設名

交付
団体

事業
実施
主体

直接
／

間接

継続
／

完了

全体
事業費

年度
交付額
（国費）

事業間
流用額
（国費）

契約済額
（国費相当額）

執行残額
（国費相当額）

事業の進捗状況
全体
事業
期間

美里町
省庁名 国土交通省

事業番号

（様式２D）

23 0 0 0 0
24 0 0 0 0
25 0 0 0 0
26 0 0 0 0
27 0 0 0 0
28 0 0 0 0
29 0 0 0 0
30 0 0 0 0

0 0 0 0 0
23 0 0 0 0
24 155,713 0 155,713 0
25 410,041 0 337,976 53,592
26 17,551 0 26,376 0
27 22,226 0 28,560 0
28 29,981 0 27,943 ▲ 17,574
29 0 0 24,519 ▲ 24,202
30 0 0 0 0

819,973 635,512 0 601,087 11,816
23 0 0 0 0
24 155,713 0 155,713 0
25 410,041 0 337,976 53,592
26 17,551 0 26,376 0
27 22,226 0 28,560 0
28 29,981 0 27,943 ▲ 17,574
29 0 0 24,519 ▲ 24,202
30 0 0 0 0

819,973 635,512 0 601,087 11,816

都道県
交付分

各年度
別合計

市町村
交付分

各年度
別合計

都道県・
市町村
交付分

各年度
別合計

都道県交付分　計

市町村交付分　計

合計

（注）

1 「事業番号」「事業名」「地区名 施設名」「交付団体」「事業実施主体」「直接/間接」 「全体事業費」

「全体事業期間」欄には、復興交付金事業計画の記載に合わせて記入してください。

2 「継続/完了」欄には、未着手、継続、廃止、完了のいずれかを記入してください。

3 「交付額」欄には、既に交付された国費を復興交付金事業計画の年度別に記入してください。

4 「事業間流用額」欄には、事業間流用した国費を復興交付金事業計画の年度別に記入してください。

5 「契約済額」欄には、契約や交付決定、協定等により金額及び相手先が明確になっている国費相当

額を記入してください。なお、国費相当分は、事業費に国費率を乗じて算出した値で構いません。

6 「執行残額」欄には、廃止、完了になった事業の残額を記入してください。

7 「事業の進捗状況」欄は、事業の開始、完了等がわかるよう簡潔に記載してください。なお、23年度、

24年度を区別して記載する必要はありません。

8 市街地復興効果促進事業/漁業集落復興効果促進事業の場合は、「地区名 施設名」「事業実施主体」

「直接/間接」「執行残額」欄の記載は不要です。また、「執行額」欄には、使途内訳提出調書の

対象交付金額の合計額を記入してください。


